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熊 本 県 資 源 管 理 指 針  
 

平成２３年３月３０日策定      

（平成２３年９月１３日一部変更） 

（平成２５年１１月２７日一部変更） 

 

第１ 本県の海洋生物資源の保存及び管理に関する基本的な考え方 

１ 漁業概観（漁場環境・資源来遊状況・漁業実態・生産量等） 

本県は、九州の中央部に位置し、海域環境が異なる有明海、八代海及び天

草西海に接していることから、多種多様な漁業が営まれ、漁獲物も多岐にわ

たっている。 

有明海は、総面積が約１,７００ｋ㎡ の三方を陸地で囲まれた閉鎖性の強

い内湾であり、広大な干潟を有している。海岸線の総延長は５５６ｋｍであ

り、平均水深は約２０ｍで、干満の差は最大で６ｍに達する。また、流入す

る河川の数が多いため、陸水由来の豊富な栄養塩類が流れ込んでいる。本海

域では、このような海域特性を生かした、アサリ、ハマグリ、タイラギ等を

対象とする採貝漁業、クルマエビ、ガザミ等の甲殻類や、スズキ、ボラ、コ

ノシロ等の魚類を対象とする刺し網漁業、小型定置網漁業及びノリ養殖業な

どが盛んに行われている。 

八代海は、総面積約１,２００ｋ㎡ の非常に閉鎖性の強い内湾である。湾

奥部では干潟が見られ平均水深は２０ｍに満たないが、湾の中央部以南は

徐々に外海性を帯びていき、湾口部は水深が５０～７０ｍに達し、外海に通

じている。湾奥部では、アサリ等を対象とする採貝漁業及びノリ養殖業が、

湾の中央部以南では、マダイ、カタクチイワシ等を対象とする吾智網、船び

き網及び打瀬網漁業などが行われている。また、波の穏やかな浦湾では、マ

ダイ、ブリ類、クルマエビ、真珠等を対象とする養殖業が盛んに行われてい

る。 

天草西海は、対馬暖流の影響を強く受け、磯根や藻場を有する入り江が多

数ある変化に富んだ地形であることから、暖海性の回遊魚及び定着性の魚介

類の好漁場であるとともに、内湾性魚類の越冬の場にもなっている。沖合域

では、シイラ等を対象とするまき網漁業、イワシ類、ソウダガツオ等を対象

とする敶網漁業、エソ、ヒメジ、イトヨリ等の底魚を対象とする小型底びき

網漁業が、沿岸部では、マダイ、ヒラメ、イサキなどを対象とする刺し網漁

業及び釣り漁業、アワビ、イセエビ、ウニ等を対象とする潜水漁業が、波の

穏やかな浦湾では、魚類、真珠等の養殖業が盛んに行われている。 

一方、本県の知事許可漁業総数約６,０００件のうち、網漁業が約７５％を

占めていることや、漁業種類別の生産量からも（下図参照）、本県の漁業は、
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総じて網漁業が主体となっている。 

魚種別の水揚金額は、マダイ、シラス、タコ類、ヒラメ、ブリ類、マアジ、

クルマエビ、ガザミ類が上位となっており、これらの多くも、刺し網、船び

き網、小型底びき網、まき網、敶網、小型定置網等の網漁業により漁獲され、

網漁業以外を含め、２４種類の漁業により漁獲されている。このように本県

では、様々な魚介類を網漁業を主体とした多種多様な漁法により漁獲されて

いる。 

熊　本　県　の　漁　業　種　類　ご　と　の　生　産　量　の　推　移
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２ 資源管理の実態 

本県では、昭和６０年以降、「広域資源培養推進事業」及び「資源管理型漁

業推進総合対策事業」により本格的に資源管理型漁業を推進し、漁獲物の体

長制限、休漁日の設定等の取組みが行われている。 

平成９年からはＴＡＣ制度のもと、マアジ、マイワシ、サバ類等を対象と

した漁獲量管理を開始し、その後、資源回復計画制度のもとに策定した「熊

本県アサリ資源回復計画（平成１７年３月公表）」、「九州・山口北西海域ト

ラフグ資源回復計画（平成１７年４月日公表）」、「熊本県ヒラメ資源回復

計画（平成１８年１２月公表）」、「有明海ガザミ資源回復計画（平成２０年３

月公表）」により資源管理に取り組んできた。 

 

３ 資源管理の方向性 

本県では、漁業調整規則等で規定されている採捕禁止期間や体長制限等の

公的資源管理措置（以下「公的措置」）の遵守を徹底し、これまでのＴＡＣ制

度による資源管理や資源回復計画の取組みも含め、本方針に基づき漁業者の

自主的な資源管理の取組みを促進する。 
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なお、本指針における「公的措置」とは、漁業関係法令に基づく各種規制

（漁業権行使規則及び広域漁業調整委員会指示及び各海区漁業調整委員会指

示を含む。）を指すものとするが、公的措置であっても従来自主的に実施され

ていた資源管理の取組みであって、水産基本計画（平成１４年３月閣議決定）

に基づく取組みの開始された平成１４年度以降にこれら公的管理措置に移行

したものは、本指針においては、自主的取組みとみなし、取り扱うものとす

る。 

 

第２ 海洋生物資源等の動向及び管理の方向 

資源管理は、資源の状況を踏まえ、当該資源の管理を通じて資源の状況

を改善し、若しくは、維持しようとするものであることを考慮し、本指針

においても、これまで本県において取り組まれてきた魚種ごとの管理措置

を実施することが適当であることから、漁獲金額が上位のものについては、

魚種別の資源管理を行うこととする。 

しかしながら、本県海域には、多種多様な魚介類（資源）が生息してい

ることに加え、多くの漁業は、特定の魚種を選択的に漁獲することを目的

にしたものではないことから、魚種別資源管理が困難な場合は、漁業種類

ごとに資源管理を実施することが必要である。 

したがって、本県における本指針に基づく資源管理措置としては、これ

まで実施してきた魚種ごとの資源管理の措置を継続しながら、漁業種類別

資源管理を実施していくものとする。 

 

１ 魚種別資源管理 

（１）マダイ 

ア 資源及び漁獲の状況 

水産庁が実施している資源評価（Ｈ２４）によると、本県が属する日

本海西部・東シナ海系群のマダイの資源水準は中位で、資源動向は増加

傾向とされている。 

本県のマダイの漁獲量は、図に示すように、平成に入ってからは１，

０００トンを超える程度で安定的に推移していたが、平成９年頃から減

少傾向となった。その後、平成１５年に最低となったが、近年はやや増

加傾向にある。マダイは、小型機船底びき網、吾智網、流し網、定置網、

はえ縄、一本釣りなどの漁法により漁獲されており、本県の海面漁業生

産額の魚類のうち占有率が最高の約１５％を占めている。 

近年、吾智網、流し網、定置網、一本釣による漁獲量は、減少傾向に

あるものの、小型底びき網、はえ縄漁業による漁獲量は横ばいからやや

増加傾向にある。
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イ 資源管理目標 

近年の資源水準は中位であり、また、平成１５年度以降の漁獲量は安

定していることから、現状維持を基本方向として管理を行う。 

ウ 資源管理措置 

＜釣り漁業＞ 

釣り漁業については、近年、漁獲量が急激に減少し、平成初期の１／

２以下になっている。その背景には、魚価の低迷があると考えられる。 

そのため、漁業調整委員会指示による体長制限（全長１５cm 以下の採

捕禁止）の公的措置を遵守するとともに、自主的措置として、次のとお

り重点的に取り組む必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

○ 種苗放流 

（イ）今後検討すべき取組み 

○ 漁獲対象魚のサイズアップ、漁具の制限 

また、資源管理のほか、流通における魚価の向上策についても検討を

進め、漁家経営の安定に努める必要がある。 

＜はえ縄漁業＞ 

はえ縄漁業については、漁獲量は近年、微増傾向にあることから、今

後ともこの状況を維持するために、漁業調整委員会指示による体長制限

（全長１５cm 以下の採捕禁止）の公的措置を遵守するほか、自主的措置

として、下記の措置を重点的に取り組む必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

○ 種苗放流 
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（イ）今後検討すべき取組み 

○ 漁具、操業区域の制限 

また、釣り漁業と同様に、漁獲サイズや魚価の向上策についても検討

を進め、漁家経営の安定に努める必要がある。 

＜小型機船底びき網漁業（手繰網漁業、どうしゅ手繰網漁業）＞ 

小型機船底びき網漁業については、漁獲量は近年、微増傾向であるこ

とから、今後ともこの状況を維持するために、漁業調整規則や許可の内

容・制限又は条件、漁業調整委員会指示による体長制限（全長１５cm 以

下の採捕禁止）の公的措置を遵守するほか、自主的措置として、下記の

措置を重点的に取り組む必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

○ 種苗放流 

○ 漁具の規制（手繰網漁業：手木の設置位置、手木からの曳綱本数、

網丈の高さ、沈子綱の材質、沈子の数） 

（イ）今後検討すべき取組み 

○ 操業区域、操業時間の制限 

 

（２）ヒラメ 

ア 資源及び漁獲の状況 

水産庁が実施している資源評価（Ｈ２４）によると、本県が属する日

本海西部・東シナ海系群のヒラメ資源水準は中位で、資源動向は減少と

されており、再生産成功率は低位横ばいであるとの指摘が付記されてい

る。 

本県のヒラメ漁獲量は、図に示すように平成元年から平成１０年まで

は２００～３００トンで推移していたが、平成１１年度以降急激に減少

した。その後、平成１６年に最低となったが近年は増加傾向を示してい

る。 

これまでの調査研究により、大部分のヒラメは天草西海で産卵を行い、

稚魚が内湾域に運ばれ、そこで成長しながら、再度天草西海に移動して

いくことが分かっている。 

本県でヒラメは、主に固定式刺し網漁業（建網漁業）により漁獲され

ており、次いで小型定置網、一本釣りにより漁獲されている。本県の海

面漁業生産額（魚類）で上位を占める魚種の１つである。
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ヒ ラ メ の 漁 業 生 産 量 と 生 産 金 額 の 推 移

0

50

100

150

200

250

300

350

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000
有明海

八代海

天草海

漁業生産金額

漁
 業

 生
 産

 量
（

ト
ン

）

生
産

金
額

（
百

万
円

）

 

イ 資源管理目標 

近年の資源水準は中位であり、また、漁獲量は平成１７年度以降、や

や回復傾向にあることから、平成２３年度に終了した「熊本県ヒラメ資

源回復計画」の取組みを継続し、以下の管理を行う。 

ウ 資源管理措置 

＜建網漁業（ヒラメ建網）＞ 

現在、回復傾向にあるヒラメ資源をさらに回復させるため、特にヒラ

メを多く漁獲している当該漁業においては、漁業調整規則、許可の内容・

制限又は条件を遵守するほか、自主的措置として下記の措置に取り組む

必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 操業区域の制限 

○ 休漁 

○ 漁獲物の規制（全長２０cm 以下の採捕禁止） 

○ 種苗放流 

（イ）今後検討すべき措置 

○ 漁具、操業期間の制限、操業区域制限の再検討 

＜その他の刺し網漁業（磯建網等）＞ 

現在、回復傾向にあるヒラメ資源をさらに回復させるため、漁業調整

規則、許可の内容・制限又は条件を遵守するほか、自主的措置として下

記の措置に取り組む必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

○ 漁獲物の規制（全長２０cm 以下の採捕禁止） 
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○ 種苗放流 

（イ）今後検討すべき措置 

○ 漁具、操業区域、操業期間の制限 

 

（３）ガザミ 

ア 資源及び漁獲の状況 

本県におけるガザミの年間漁獲量は年変動が激しく、かつては２００

トンを超えることもあったが、最近では１００トン程度を割り込んでお

り、本県の沿岸資源動向調査から判断すると資源状態は低位にあると考

えられる。 

本県において、ガザミは固定式刺し網漁業によりその多くが漁獲され

ている。また、一部の海域においては、ガザミが海面にまで浮上する初

夏から初秋にかけて、たも網及びすくい網により漁獲されている。 

 

ガ ザ ミ の 漁 業 生 産 量 と 生 産 金 額 の 推 移
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イ 資源管理目標 

関係県が連携して策定した「有明海ガザミ広域資源管理方針」の取組

みに加え、低位にあると考えられる資源量を増加に転じさせるため、新

たな取組みについても検討し、ガザミ資源の回復と持続的利用が可能な

資源水準にすることを目標とする。 

ウ 資源管理措置 

＜固定式刺し網漁業（かに網漁業等）＞ 

低位にあると考えられる資源量を増加に転じさせるため、漁業調整規

則、許可の内容・制限又は条件を遵守するほか、自主的措置として下記

の措置に取り組む必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 
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○ 漁獲物の規制（抱卵ガザミの保護、全甲幅長１２cm 以下の再放

流） 

○ 種苗放流 

（イ）今後検討すべき措置 

○ 操業区域、操業期間の制限 

＜たも網及びすくい網による漁業＞ 

本漁業は、ガザミの産卵時期に当たる春から秋にかけて、海面付近に

浮上する抱卵ガザミを多く漁獲するものであり、再生産に影響を及ぼし

ていることが考えられることから、漁業調整規則を遵守するほか、自主

的措置として下記の措置に取り組む必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

○ 漁獲物の規制（抱卵ガザミの保護、全甲幅長１２cm 以下の再放

流） 

○ 種苗放流 

（イ）今後検討すべき措置 

○ 操業区域、操業期間の制限 

 

（４）クルマエビ 

ア 資源及び漁獲の状況 

本県におけるクルマエビの年間漁獲量は、平成１０年以前は２００ト

ンを超えていたが、平成１１年以降はそれを下回り、最近では５０トン

未満にまで減少している。 

本県においてクルマエビは、げんしき網漁業、えび流し網漁業、小型

機船底びき網漁業（えびこぎ網漁業）によりその大部分が漁獲されてい

る。
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ク ル マ エ ビ の 漁 業 生 産 量 と 生 産 金 額 の 推 移
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イ 資源管理目標 

休漁など現状の取組みに加え、低位にあると考えられる資源量を増加

に転じさせるため、新たな取組みについても検討し、クルマエビ資源の

回復と持続的利用が可能な資源水準にすることを目標とする。 

ウ 資源管理措置 

＜げんしき網漁業、えび流し網漁業、えびこぎ網漁業＞ 

減少傾向にある漁獲量を増加に転じさせるため、漁業調整規則、許可

の内容・制限又は条件を遵守するほか、自主的措置として下記の措置に

取り組む必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

○ 種苗放流  

（イ）今後検討すべき取組み 

○ 操業時間、漁獲量、操業区域の制限 

 

（５）トラフグ 

ア 資源及び漁獲の状況 

水産庁が実施している資源評価（Ｈ２４）によると、本県が属する日

本海・東シナ海・瀬戸内海系群のトラフグ資源水準は低位で、資源動向

は減少傾向とされている。 

本県におけるトラフグの漁獲は、外海でのはえ縄や内湾域での釣り漁

業など比較的少数の経営体により行われている。 
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その年間漁獲量は、平成９年においては１６トンを超えていたが、平

成１３年から平成１５年にかけては２トン程度まで激減し、それ以降や

や増加傾向にある。 

イ 資源管理目標 

関係県が連携し策定した「九州・山口北西海域トラフグ広域資源管理

方針」の取組みに加え、低位にあるトラフグ資源量を増加させるための

何らかの取組みの実施を検討し、トラフグ資源の回復と持続的利用が可

能な資源水準にすることを目標とする。 

ウ 資源管理措置 

＜ふぐはえ縄漁業、釣漁業＞ 

低位にあるトラフグ資源量を増加させるため、漁業調整規則を遵守す

るほか、自主的措置として下記の措置に取り組む必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

（イ）今後検討すべき取組み 

○ 針の大きさの制限、はえ縄総延長の制限等 

 

（６）アサリ 

ア 資源及び漁獲状況 

本県のアサリの漁獲量は、昭和 50 年代には５万トンを超える時期もあ

ったが、その後減少を続け、平成に入ってからは１,０００～８,０００

トンの間で推移している。 

アサリは、干潟において生産されるため、漁場環境要因が強く漁獲量

に反映されることから年ごとの漁獲量に大きな差が生じるのが特徴であ

る。 

本県においてアサリは、ジョレンやヨイショ等の漁具を用いて漁獲さ
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れており、平成２０年の本県の海面漁業生産額の１位となっており、本

県にとって重要な漁業資源の一つである。

ア サ リ の 漁 業 生 産 量 と 生 産 金 額 の 推 移
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イ 資源管理目標 

平成２３年度までの取組みである「熊本県アサリ資源回復計画」に基

づいた資源管理措置を継続的に実施し、非常に低位にある資源量を増加

に転じさせるため、新たな取組みについても検討し、アサリ資源の回復

と持続的利用が可能な資源水準にすることを目標とする。 

 

ウ 資源管理措置 

＜アサリ採貝漁業＞ 

本県におけるアサリ資源の維持・回復を図るために、漁業調整規則や

漁業権行使規則を遵守するほか、資源回復計画の実践を継続するととも

に、自主管理として以下の措置に取り組む必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

○ 漁獲物の制限（漁獲サイズ） 

○ 漁獲量の制限（個人の採捕数量の制限） 

（イ）上記以外に継続すべき取組み及び今後検討すべき取組み 

○ 保護区域の設定、漁場環境の改善、漁場造成、母貝放流及び保護、

外敵生物駆除 

その際、アサリ資源の特徴を考慮し、漁獲管理と漁場改善を組み合わ

せて取り組んでいく必要がある。 

 

（７）タコ 



 - 12 - 

ア 資源及び漁獲の状況 

本県におけるタコ類は、たこつぼ漁業やかご漁業等によって漁獲され

ており、本県の海面漁業生産額のうち、上位を占めている重要な魚種の

一つである。 

年間漁獲量は、平成４年では、１,０００トンを超えていたものの減少

傾向が続き、近年は６００トン前後で推移している。 

タ コ 類 の 漁 業 生 産 量 と 生 産 金 額 の 推 移
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イ 資源管理目標 

休漁等の現状の取り組みに加え、減少傾向にある漁獲量を増加に転じさ

せるための新たな取り組みについても検討し、資源の回復と持続的利用を

目標とする。 

ウ 資源管理措置 

＜たこつぼ漁業＞ 

たこつぼ漁業については、漁業調整規則、許可の内容・制限または条件

を遵守していくとともに、自主管理として以下の措置に取り組む必要があ

る。 

（ア）実施すべき措置 

○休漁 

○産卵場の整備 

（イ）今後検討すべき取組み 

○漁具、操業区域、漁獲量の制限、産卵場の造成 

＜釣り、かご漁業等＞ 

上記漁業についても、漁業調整規則や許可の内容・制限または条件

を遵守することはもとより、漁業種類別資源管理の項目を参考として、
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タコ類の資源措置に取り組んでいく必要がある。 

 

（８）コウイカ 

ア 資源及び漁獲の状況 

本県におけるコウイカは、かご漁業によって主に漁獲されており、本

県の海面漁業生産額の上位を占めている重要な魚種の一つである。 

年間漁獲量は、平成３年及び４年では、１０００トンを超えていたも

のの減少傾向が続き、近年は４００トンに届かない。 

イ 資源管理目標 

休漁等の現状の取り組みに加え、減少傾向にある漁獲量を増加に転じ

させるための新たな取り組みについても検討し、資源の回復と持続的利

用を目標とする。 

ウ 資源管理措置 

＜かご漁業＞ 

かご漁業については、漁業調整規則、許可の内容・制限または条件を

遵守していくとともに、自主管理として以下の措置に取り組む必要があ

る。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

○ 付着卵塊の保護（いかかご、しば等に付着した卵塊の保護） 

（イ）今後検討すべき取組み 

○ 漁具、操業区域、漁獲量の制限 

＜釣り＞ 

上記漁業についても、漁業調整規則を遵守することはもとより、漁業
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種類別資源管理の項目を参考として、コウイカの資源措置に取り組んで

いく必要がある。 

 

（９）ハマグリ 

ア 資源及び漁獲状況 

 熊本県のハマグリ生産量は、昭和４０年代から昭和５０年代前半には  

４,０００トンを超えることもあったが、昭和５０年代後半から    

１,０００トン台に減少し、平成１３年以降は２００トン以下の低位で推

移している。 

本県においてハマグリは、大きな河川の河口域の干潟においてジョレ

ンやヨイショ等の漁具を用いて漁獲されている。 

ハ マ グ リ の 漁 業 生 産 量 と 生 産 金 額 の 推 移
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イ 資源管理目標 

低位にある資源量を増加に転じさせるため、新たな取組みを検討し、

ハマグリ資源の回復と持続的利用が可能な資源水準にすることを目標と

する。 

ウ 資源管理措置 

＜ハマグリ採貝漁業＞ 

本県におけるハマグリ資源の維持・回復を図るために、漁業調整規則

や漁業権行使規則を遵守するほか、自主管理として以下の措置に取り組

む必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

○ 漁獲物の制限（漁獲サイズ） 

○ 漁獲量の制限（個人の採捕数量の制限） 

（イ）上記以外に継続すべき取組み及び今後検討すべき取組み 
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○ 保護区域の設定、漁場環境の改善、種苗放流 
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２ 漁業種別資源管理 

（１）まき網漁業（いわし・あじ・さば１そうまき網、同２そうまき網、この

しろ１そうまき網、同２そうまき網、しいら１そうまき網漁業等） 

ア 漁獲の状況 

まき網漁業は、アジ、サバ、イワシ、コノシロを主に漁獲対象として

いる。漁獲量は平成元年の１８,４８４トンから大きく減少し、平成１５

年以降は１,５００トン程度で推移した。 

平成２１年以降は、２,０００トンから４,０００トンを漁獲しており、

近年、増加傾向にある。 

ま　き　網　漁　業　の　漁　業　生　産　量　の　推　移
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H14～H20は一部地区の漁獲量が未発表であ
り、県全体の漁獲量を記載していない。

イ 資源管理措置 

漁獲量の減少に歯止めをかけるためには、漁業調整規則、許可の内容・

制限又は条件を遵守するほか、自主的措置として以下の措置に取り組む必

要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

（イ）今後検討すべき措置 

○ 漁具、操業区域、操業期間の制限 
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（２）敶網漁業（棒受網漁業） 

ア 漁獲の状況 

敶網漁業は、アジ、サバ、イワシ、キビナゴ、ソウダガツオ類を主に

漁獲対象としている。 

漁獲量は、平成元年から平成９年にかけて、３,０００トンから６,０

００トンを推移していたが、平成１１年及び１２年に急激に減少し、２,

０００トンを割り込んだが、その後、増加に転じ、近年は５,０００トン

程度まで回復した。 

敷　網　漁　業　の　漁　業　生　産　量　の　推　移
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イ 資源管理措置 

敶網漁業において、今後、持続的に資源を利用していくためには、漁

業調整規則、許可の内容・制限又は条件を遵守するほか、自主的措置と

して以下の措置に取り組む必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

（イ）今後検討すべき措置 

○ 漁具、操業区域、操業期間の制限 
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（３）機船船びき網漁業（いわし機船船びき網） 

ア 漁獲の状況 

本漁業は、シラス、カタクチイワシを主な漁獲対象としている。漁獲

量は１,５００トンから５,０００トンの間で変動しており、不安定な状況

にある。 

船　び　き　網　漁　業　の　漁　業　生　産　量　の　推　移
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イ 資源管理措置 

機船船びき網漁業において、今後、持続的に資源を利用していくため

には、漁業調整規則、許可の内容・制限又は条件を遵守するほか、自主

的措置として以下の措置に取り組む必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

（イ）今後検討すべき措置 

○ 漁具、操業区域、操業期間の制限 



 - 19 - 

（４）固定式刺し網漁業、流し網漁業（くちぞこ刺し網、かに網、きびなご刺

し網、磯建網、建網、えび流し網、げんしき網、大目、中目、小目流し網漁業） 

ア 漁獲の状況 

上記漁業は、ヒラメ、マダイ、カレイ類、クルマエビ、カニ類を主に

漁獲対象としており、平成元年には４,３００トン程度の漁獲があったが、

平成１３年には２,０００トンを下回り、平成２１年以降は１,５００ト

ンを割り込んでいる。

刺　網　漁　業　の　漁　業　生　産　量　の　推　移
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イ 資源管理措置 

漁獲量の減少に歯止めをかけるためには、漁業調整規則、許可の内容・

制限又は条件を遵守するほか、自主的措置として以下の措置に取り組む

必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

（イ）今後検討すべき措置 

○ 漁具、操業区域、操業期間の制限 



 - 20 - 

（５）小型機船底びき網漁業（手繰網、えびこぎ網、なまこけた網、打瀬漁業） 

ア 漁獲の状況 

本漁業は、マダイ、チダイ、キダイ、イトヨリ、エソ、ヒメジ、クル

マエビを主に漁獲対象としている。平成１０年までは２,０００トンを超

える漁獲があったが、平成１１年以降は１,５００トン程度を推移し、平

成１７年以降は微増傾向であったが、平成２１年からは減少傾向に転じ

ている。

小　型　機　船　底　び　き　網　漁　業　の　漁　業　生　産　量　の　推　移
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イ 資源管理措置 

漁獲量の減少に歯止めをかけ、持続的に資源を利用するためには、漁

業調整規則、許可の内容・制限又は条件を遵守するほか、自主的措置と

して以下の措置に取り組む必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

（イ）今後検討すべき措置 

○ 漁具、操業区域、操業期間の制限 
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（６）定置網漁業 

ア 漁獲の状況 

定置網漁業は、コノシロ、マアジ、ブリ類、イカ類を主に漁獲対象と

しており、漁獲量は平成元年の３,５００トンから大きく減少し、平成１

５年以降は１,０００トン以下で推移している。
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イ 資源管理措置 

漁獲量の減少に歯止めをかけるためには、漁業調整規則、漁業権行使

規則を遵守するほか、自主的措置として以下の措置に取り組む必要があ

る。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

（イ）今後検討すべき措置 

○ 漁具、操業区域、操業期間の制限 
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（７）はえ縄漁業 

ア 漁獲の状況 

はえ縄漁業は、マダイ、チダイ、キダイ、ハモ、アマダイを主に漁獲

対象としており、漁獲量は平成元年の２,５００トンから大きく減少し、

平成１３年以降は１,０００トン程度で推移している。
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イ 資源管理措置 

漁獲量の減少に歯止めをかけるため、漁業調整規則を遵守するほか、

自主的措置として以下の措置に取り組む必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

（イ）今後検討すべき措置 

○ 漁具、操業区域、操業期間の制限 
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（８）釣漁業 

ア 漁獲の状況 

釣漁業は、マアジ、マダイ、タチウオ、イサキ、ブリ類を主に漁獲対

象としており、漁獲量は平成元年の４,９５０トンから大きく減少し、  

平成１８年以降は１,５００トンを割り込んでいる。 

釣　漁　業　の　漁　業　生　産　量　の　推　移
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イ 資源管理措置 

漁獲量の減少に歯止めをかけるため、漁業調整規則を遵守するほか、

自主的措置として以下の措置に取り組む必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

（イ）今後検討すべき措置 

○ 操業区域、操業期間の制限 
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（９）吾智網漁業 

ア 漁獲の状況 

吾智網漁業は、タチウオ、マダイ、ハモ、グチを主に漁獲対象として

いる。漁獲量は、平成元年から平成９年までは１,０００トンを超えるこ

ともあったが、平成１０年以降は減少し、６００トンから７００トン程

度で推移している。 

イ 資源管理措置 

漁獲量の減少に歯止めをかけるためには、漁業調整規則、許可の内容・

制限又は条件を遵守するほか、自主的措置として以下の措置に取り組む

必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

（イ）今後検討すべき措置 

○ 操業区域、操業期間、漁具の制限 

（１０）採藻漁業及び海藻類を漁獲するその他の漁業 

ア 漁獲の状況 

採藻漁業及び海藻類を漁獲するその他の漁業は、褐藻ワカメ、ヒジキ

及び紅藻トサカノリ等を主に漁獲対象としている。 

漁獲量は、平成元年から平成４年にかけ、熊本有明海の干潟域におい

て、オゴノリが異常発生したため７,０００トンから３５,０００トンと

急激に増加した。 

その後は、オゴノリが少なくなったため、１,０００トン前後で推移し

ていたが、平成１４年には２３０トンまで減少した。 

平成１５年以降はやや回復し、近年は７００トンから１,０００トンで

吾智網漁業の漁業生産量の推移

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

漁
業
生
産
量
（ト
ン
）



 - 25 - 

推移している。

採藻業及び海藻類を漁獲するその他の漁業の漁業生産量の推移
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イ 資源管理措置 

漁獲量を安定させ、海藻資源を持続的に利用するため、漁業調整規則、

許可の内容・制限又は条件を遵守するほか、自主的措置として以下の措

置に取り組む必要がある。 

（ア）実施すべき措置 

○ 休漁 

（イ）今後検討すべき措置 

○ 操業区域、操業期間、保護区設定、母藻の設置 

 

（１１）その他の漁業 

上記の（１）から（１０）までに該当しない漁業種類がある場合は、別

途協議を行い、県が熊本県資源管理指針を改正した後、漁業者グループが

資源管理計画を作成するものとする。 
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第３ その他 

本資源管理指針に従い、関係する漁業者等が資源管理計画を定めた場合

には、同計画に記載される資源管理措置について各関係漁業者は誠実に履

行することが必要であるため、資源管理協議会は別紙に記載する手段を用

い、その履行を適切に確認することとし、各関係漁業者は熊本県資源管理

協議会の行う履行確認に積極的に協力しなければならない。 

また、各関係漁業者は、休漁期間中も含め、種苗放流や漁場整備などの

取組みに積極的に参加し、資源の増大に努めるとともに、水質の保全、藻

場及び干潟の保全及び造成、森林の保全及び整備等により漁場環境の改善

にも引き続き取り組む必要がある。 
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別紙 

 

資源管理措置の履行確認手段について 

 

各漁業者の行う資源管理措置の履行確認に当たっては、資源管理措置ごとに

履行確認手段を用いることとする。 

資源管理措置 履行確認手段 

事前提出資料 

（資源管理計画提出時に添

付） 

事後提出資料 

（資源管理計画実施後） 

休漁 営む漁業の概要説明書（漁

業種類、漁獲スケジュー

ル）、操業場所図面 

休漁を証明する写真、操業

日誌、休漁日に水揚げが無

いことを証明するもの（漁

協等証明書等）、相互確認記

録簿、相互確認方法の概要

説明書 

操業時間（期間）の

制限 

営む漁業の概要説明書（漁

業種類、漁獲スケジュー

ル）、操業場所図面 

漁協担当職員による出港・

帰港時間記録簿、操業日誌、

相互確認記録簿、相互確認

方法の概要説明書 

漁具の規制 営む漁業の概要説明書（漁

業種類、漁獲スケジュー

ル）、操業場所図面 

使用する漁具の写真、相互

確認記録簿、相互確認方法

の概要説明書 

操業区域の規制 営む漁業の概要説明書（漁

業種類、漁獲スケジュー

ル）、操業場所図面、操業規

制区域を示す図面及び写真 

操業日誌、相互確認記録簿、

相互確認方法の概要説明

書、漁協担当職員による監

視記録簿 

漁獲物の規制 営む漁業の概要説明書（漁

業種類、漁獲スケジュー

ル）、操業場所図面、漁獲物

の規制確認方法の概要説明

書 

操業日誌、出荷先の長によ

る証明書、相互確認記録簿、

相互確認方法の概要説明書 

種苗放流 営む漁業の概要説明書（漁

業種類、漁獲スケジュー

ル）、操業場所図面、種苗放

流・中間育成の概要説明書 

活動日誌、実施した際の写

真、活動経費について証明

するもの 
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漁場整備 営む漁業の概要説明書（漁

業種類、漁獲スケジュー

ル）、操業場所図面、漁場整

備の概要説明書 

活動日誌、実施した際の写

真、活動経費について証明

するもの 

付着卵塊の保護 営む漁業の概要説明書（漁

業種類、漁獲スケジュー

ル）、操業場所図面、付着卵

塊保護の概要説明書 

ふ化するまで保護している

ことが明確にわかる写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


